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事業概要  

 国道9号は福知山市内を東西に横断し、舞鶴若狭自動車道と接続するなど、京阪神地域との連携を強化

し、広域的な幹線道路の機能を有するとともに、地域内の生活道路としての重要な役割を果たす道路であ

る。 

 国道9号福知山道路は、福知山市内の交通混雑を緩和し、快適で安全な歩行空間の確保、地域の活性化

を図ることを目的に計画された道路である。 

S53年度事業化 

（土師工区） 

S60年度事業化 

（福知山工区） 

S56年度都市計画決定 

（H-年度変更） 

S56年度用地着手 

（土師工区） 

S62年度用地着手 

（福知山工区） 

S59年度工事着手 

（土師工区） 

H4年度工事着手 

（福知山工区） 

全体事業費   660億円 事業進捗率 

（令和4年3月末時点） 

約77％ 供用済延長 4.1km 

計画交通量    35,500台／日 

費用対効果 

分析結果 

 

 

 

Ｂ／Ｃ  総費用   (残事業)/(事業全体) 総便益     (残事業)/(事業全体) 基準年  

(事業全体)     1.3 
 

(残事業)       5.3 

       133 /1,455億円 

 事 業 費：121/1,408億円 

 維持管理費：  12/47億円 

 

        704 /1,936億円 

 走行時間短縮便益：667/1,836億円 

 走行経費減少便益：    35/95億円 

 交通事故減少便益：  1.5/5.2億円 

  令和4年 

 

 

 

感度分析の結果  

【事業全体】交 通 量：B/C=1.2～1.5(交通量 ±10%) 【残事業】交 通 量：B/C=4.8～5.8(交通量 ±10%) 

      事 業 費：B/C=1.3～1.3(事業費 ±10%)       事 業 費：B/C=4.9～5.8(事業費 ±10%) 

      事業期間：B/C=1.3～1.4(事業期間±20%)       事業期間：B/C=5.2～5.5(事業期間±20%) 

事業の効果等  

① 交通混雑の緩和 

・東堀交差点等の立体交差化により、交通混雑が解消。残事業区間の交通混雑の解消に期待。 

② 快適で安全な歩道空間の確保 

・残事業区間は、歩道未整備区間があり歩行者の安全確保が課題。残事業区間の整備により歩行空間が確

保され、快適性・安全性の向上が期待。 

③ 地域の活性化 

・市街地から福知山ICまでのアクセス向上し、物流・観光などの地域活性化への寄与が期待。 

④ 地域医療の支援 

・福知山消防署東分署～福知山市民病院へのアクセス向上が期待。（15分→10分） 

関係する地方公共団体等の意見  

地域から頂いた主な意見等： 

  国道9号（福知山・京丹波町）整備促進期成同盟会（H14.6設立、福知山市長、京丹波町長、市・町議

会議長等）より4車線化の早期完成の要望を受けている。 

京都府知事の意見： 

  一般国道9号福知山道路は、交通混雑の緩和、快適で安全な歩行空間の確保、さらには福知山ICや市

内観光地などへのアクセス向上による地域の活性化が期待されており、対応方針（原案）のとおり、引

き続き事業を推進し、早期の完成をお願いします。 

事業評価監視委員会の意見  

 審議の結果、「一般国道9号福知山道路」の再評価は、当委員会に提出された資料、説明の範囲において



、おおむね適切であり、対応方針（原案）のとおり「事業継続」することが妥当と判断される。 

事業採択時より再評価実施時までの周辺環境変化等  

 一般国道9号は交通量が多く、残事業区間は依然として交通容量を超過している。 

事業の進捗状況、残事業の内容等  

用地取得率約90％、事業進捗率約77％（令和4年3月末時点） 

事業の進捗が順調でない理由、今後の事業の見通し等  

 引き続き事業を推進し、早期の開通を目指す。 

施設の構造や工法の変更等  

 事業の実施にあたり、新技術・新工法の活用等によりコスト縮減に努める。 

対応方針  事業継続 

対応方針決定の理由  

 以上の状況を勘案すれば、事業の必要性、重要性は変わらないと考えられる。 

事業概要図  

 

【位置図】 

 

 

 

 

【概要図】 

 

 
 

 

 

※ 総費用、総便益とその内訳は、各年次の価額を割引率を用いて基準年の価値に換算し累計したもの。 

※ 総費用及び総便益の値は、表示桁数の関係で内訳の合計と一致しないことがある。 


